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（事務局） そろそろお時間ですので、始めさせていただきたいと思います。 

 有田委員は１０分程度おくれるということです。大村会長、よろしくお願いします。 

（会長） それでは、皆さんのお手元に第２回の会議次第があると思います。きょう初めて

ご出席の委員の方がいらっしゃいますので、簡単に自己紹介をお願いしたいと思いま

す。 

（小宮山） どうも初めまして、小宮山と申します。前回欠席しまして失礼いたしました。

ご迷惑をおかけしました。 

 こちらには公募で選ばれまして、その公募に応募した理由というのは、私自身が去

年中野区に家を購入しまして、それで、住宅の問題についていろいろ興味を持ったか

らというのがあります。また、その買った家というのがいろいろ問題のある家でして、

まず、古い築２５年で、耐震補強も必要だったので、区の制度を利用して診断をして

もらいました。それから、区から補助金はいただかなかったんですけど、自前で耐震

補強をしました。あと、住みやすくするためのリフォームなどをしたり。あと、接道

不適合な家でして、いわゆる再建築不可の家で、それも中野区内には２,０００件あ

るそうなんですけども、何かと問題のある家に住んでいますので、住宅問題には関心

を持っております。 

 ちなみに、プライベートでは、子どもが１人いまして、１歳の子供１人です。中野

区内には少ないファミリー世代の身分です。あとは、仕事はカメラマンとフリーライ

ターを、あんまり仕事はないんですけども、自称しております。何とぞよろしくお願

いします。 

（会長） どうもありがとうございました。 

 もう１人、お名前をお知らせください。 

（後藤） どうも皆さん、こんにちは。後藤と申します。東京都宅地建物取引業協会の中野

のほうの責任者をやっております。せんだってはちょっと用事がありまして欠席いた

して、まことに申しわけございませんでした。今後ともよろしくお願いいたします。 

（会長） どうもありがとうございました。 

 それでは、２番目に、第１回の審議会で小委員会の設立が認められ、１月８日に小

委員会が開催されましたので、簡単に事務局のほうからご報告をお願いします。 

（事務局） 私のほうから若干簡単にご報告させていただきます。 

 １月８日に、学識経験者の先生方にお集まりいただきまして、小委員会を開催いた

しました。小委員会の委員長には大村会長、それから副委員長には松本副会長という

ことに決まりました。小委員会では、本日のこの第２回審議会に向けた課題の整理で

すとか資料の構成、あるいは、きょうお配りしました住宅白書の構成を話し合ったと

いうことでございます。本日の会議というのは、その小委員会を受けまして、委員の

皆様に資料提供をいたしましてご審議いただくということにさせていただきました。

よろしくお願いいたします。 
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 以上でございます。 

（会長） どうもありがとうございました。 

 今ご報告がありましたように、１月８日に小委員会を行いました。私と松本副会長、

有田委員、齊藤委員はご都合が悪く欠席だったんですけども、今回の審議会に向けた

いろんな論点整理とか資料整理を行いました。それから、後でご報告がありますけれ

ども、中野区のマスタープランと並行して住宅白書を作成しておりまして、これにつ

いても、どういう形でやるかというのをきょう議論いただき、課題を出していただき

たいと思います。 

 それでは、きょうお配りいただいている資料があると思いますが、議事次第に従い

まして、事務局のほうからまず配付資料の確認をしていただいて、資料のご説明をお

願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

（事務局） それでは、資料のご説明をいたしたいと思います。 

 配付資料につきましては、次第に書いてある４点でございます。１点１点ご説明し

ますと長くなりますので、むしろ、この審議会は皆さんにご議論いただくというのが

目的でございますので、資料説明のほうは簡単にさせていただきたいと思います。 

 まず、資料の１点目でございます。これまでの住宅施策の実績と評価ということで

ございます。前回の審議会で、これまでの到達点というんですか、それをどの程度到

達したのかを確認したいというご意見がございました。そういったことを踏まえて作

成した資料でございます。 

 １点目、第２次住宅マスタープランというのは現在のマスタープランでございます。

そこには目標値というのが書いてございます。目標は平成２２年度末を目標にしてい

ます。したがいまして、現在は１９年度でございますので、まだ終了にはなっていな

いので、途中の数字ということでございます。 

 まず１点目、居住水準の目標というのがございます。１ページです。居住水準につ

ついては、住宅白書をごらんいただきたいと思います。２９ページになります。 

（会長） どちらでも結構ですが、座ってご説明していただいても結構ですけど。 

（事務局） そうですか。それでは、ちょっと座って説明させていただきます。 

 住宅白書２９ページに居住水準というのがございます。住宅建設５か年計画という

のがありまして、そこで、例えば、単身者ですと最低居住水準１８㎡となっていま 

す。 

 居住水準の目標でございます。現在の住宅マスタープランですけども、最低居住水

準未満の世帯を解消するという目標になっています。平たく言うとゼロにしたいとい

うことでございます。平成１０年当時、持ち家の場合は３.１％が満たしていなかっ

たということでございます。平成１５年度になりますと、これは少し増えているんで

すが、大体あまり変化はなかったということでございます。それから、借家のほうの

最低居住水準でございますけど、平成１０年、２４.８％ございました。目標はこれ
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を１５％に下げようということでございましたけども、１９.１％ということでござ

います。これは途中経過でございます。平成１５年の数字でございますので、現在は、

これよりも少し下がっているのかなと思います。年間１％近く下がっているというこ

とでございます。恐らくこれは木賃アパートなんかの建て替えが進んでいるのかなと

思います。 

 それから、誘導居住水準でございます。持ち家の場合は、住宅白書をごらんいただ

くとわかると思うんですけども、かなり程度が高いんです。都市居住型誘導居住水準、

１人ですと３７㎡になっています。３人ですと７５㎡と、かなりの面積の住宅だとい

うふうに思います。これを、満たしているかというと、持ち家の場合はかなり満たし

ております。平成１５年は５７.５％が到達しているということでございます。ただ、

借家のほうは、現在でも、平成１５年で２０.８％という状況でございます。ですか

ら、まだまだ借家のほうは少ないということでございます。東京都ですと、持ち家、

借家含めまして、誘導居住水準を平成２２年に５０％を目標にする、ということにな

っています。こういう状況でございます。ただ、建て替え等に伴いまして、着実に進

んでいるのかなと思います。 

 それから、２番目、住宅困窮世帯のための住宅確保でございます。住宅マスタープ

ランでは都営住宅を区に移管するという目標を掲げておりました。９団地予定してい

ましたが、実際にできたのは１団地ということでございます。いろいろ条件が整わな

いと、なかなか都営住宅を区営住宅に移管できないということでございます。なかな

か考えたとおりにはいかなかったということでございます。 

 次、２ページになります。高齢者・障害者向けの住宅確保。施策的にはさまざまな

ものが考えられますけども、住宅マスタープランでは福祉住宅をつくるということで

数値目標を掲げ、４棟９５戸の目標だったんですけど、実際はできたのは１棟２０戸

でございます。そういう状況です。 

 それから、４番目、２ページの下のほうになりますが、良質なファミリー向け住宅

の確保。これはまちづくりの関係になるんですけども、都心共同住宅供給事業で、目

標１８０戸に対して１地区８０戸、新井五丁目でございます。これが建てられたとこ

ろです。 

 それから、５番目、安心して住み続けるための施策として、住み替え支援の充実で

す。家賃債務保証制度を利用して、その利用料助成を行うと、そういったものでござ

います。これにつきましては、導入はしましたが、実績はまだ少ないということでご

ざいます。それから、従前居住者用住宅でございます。目標５０戸整備ということだ

ったんですけれども、この期間においては建てられなかったということでございます。

現在は１棟で南台三丁目にございます。そういう状況でございます。 

 それから、６番目、災害に強い住まいづくりの支援ということで、これは住宅の耐

震化の促進事業ということでございまして、現在、耐震診断とか耐震改修のＰＲを行
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っていまして、耐震診断につきましてはかなりの診断件数になっているということで

ございます。 

 それから、７点目で、住宅ストックの適正管理と活用ということで、これは、分譲

マンションの適正な管理ですとか、そういった内容でございます。それから、区営住

宅の今後の建て替えに向けた準備というものがございます。 

 それから、８番目、木造住宅密集地域の改善ということですが、南台四丁目、平和

の森、南台一・二丁目、こういったところで進んでいるところでございます。不燃領

域率というのがございますけども、かなり進展がしてきたということでございます。

不燃領域率ですが、これは地域の中で燃えない部分です。耐火等建築物ですとか空地

の割合の比率ということでございます。７０％に到達すると燃えないまちになるとい

うことでございまして、そこが目標ということでございます。これもある程度進んで

きているという状況でございます。 

 少し長くなりますので、あとは割愛をさせていただきます。 

 それから、住宅施策、これは資料２になります。住宅施策の現状でございます。 

 白書の４１ページをあけていただきたいと思います。ここに数字的なものが載って

おります。 

 説明のほうは資料２になります。 

 公的住宅でございまして、区営住宅、区民住宅、福祉住宅、それからまちづくり事

業住宅という、こういったものがございます。中心になるのは区営住宅になっておる

わけでございます。直接区が住宅供給をすると、そういう施策でございます。 

 それから、次、２ページになります。区の住み替え支援事業等というのがございま

す。以前ですと、自治体の住宅政策というと、いわゆる公営住宅を建てていく、みず

から供給していくということでございましたけども、それから少し発展をしていると

いう部分でございます。ただ、うまくいっているかどうかというのは、なかなか評価

は難しいところだろうと思います。 

 一つは、いろいろな住宅をご案内をするとか、あるいは、民間賃貸住宅への住み替

えの相談をやるとか、そういったところがございます。ただ、具体的に区のほうでこ

のアパートがありますよとか、そういった内容のものにはなっていないというところ

でございます。不動産屋さんの紹介ですとか、そういうレベルということでございま

す。 

 それから、居住安定支援事業、２ページの下になりますけども、（３）というとこ

ろでございます。これは、最近各自治体で進め始めているという施策でございます。

賃貸住宅に入る方、特に高齢者の方が中心になるんですけども、債務保証、家賃を滞

納したときの対応ということです。債務保証サービスの保証料の一部助成、中野区は

２分の１助成ということで１万５,０００円までの助成です。ただ、実際なかなか申

し込むという方は少ないという状況でございます。 
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 それから、３ページになります。先ほど言いました住まいの相談・支援というのは

こういったものがございます。 

 一つは新築・増改築相談。これは、区内の小規模の建設事業者の方が共同でやって

おります。毎週金曜日、毎週やっているというものでございます。主に増改築相談が

多いのかなと思います。 

 それから、２点目で、土地建物無料相談会というのがございます。これは、まちづ

くり推進土地建物協議会という団体がございまして、そこが月１回やっています。こ

れはさまざまな相談です。 

 あとは、通常の専門相談です。 

 それから、４番目として、分譲マンション管理セミナーというのも年２回ほどやっ

ております。これは、きょうお見えになっている川上委員にいろいろお手伝いをいた

だいているものでございます。 

 それから、３ページの下のほうになりますけど、住宅関係資金等融資あっ旋、これ

は以前からある制度でございます。 

 一番下に高床式工事助成事業というのがございます。これは、水害がありましたの

で臨時的な対応ということで、２１年度まで、特定区域につきまして、高床にした場

合の工事代金の助成をやっているということでございます。 

 それから、４ページの真ん中以下ですけども、住宅、マンションの耐震化というこ

とで、さまざまな施策をやっているというものでございます。マンションにつきまし

ても、例えば、耐震診断、４ページの下のほうになりますけども、耐震診断助成、最

高で７５０万円まで助成をするというものです。 

 それから、５ページになりますけども、まちづくり事業に係る助成制度というので、

こういったものがあるということでございます。これは、かなりの自治体、中野区の

ような状況の地域のところで進められているのと同等のものでございます。不燃化促

進事業ですとか、いわゆる木造密集地域整備促進事業、木密事業ですね、こういった

ことをやっているということです。これは特定の地域ということになります。 

 それから、６ページになりますと、保健福祉部のほうでやっている住宅関連事業と

いうことでございます。介護保険のサイドのほうでは住宅改修費等をやっているとい

うことでございます。 

 それから、７ページになりますと、まちづくり事業です。特定地域になりますけど

も、進めているということでございます。 

 それから、次、資料３になります。第３次住宅マスタープランというのはこれから

つくるというものでございます。第３次住宅マスタープランの施策に反映させる課題

というものでございます。何点かございますので、例えば、今回の第２回ではこうい

うことを議論されたらどうかなということで挙げたものでございます。 

 例えば、第２回ですと、１点目、住宅困窮者の民間賃貸住宅への住み替え支援策と
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いうものがございます。住宅の戸数そのものは結構ございます。単純に世帯数と住宅

戸数を合わせますと、住宅戸数のほうが数字の上で多いということになっています。

それから、一方、２点目としまして、公的住宅でございます。現状は、区営住宅、そ

れから、都営住宅もそうなんですけど、募集するとものすごい倍率になるんですね、

何十倍という。そういう状況がずっと続いているということです。それから、民間賃

貸住宅への転居。特に高齢者が多いんですけども、なかなか入れないという状況もご

ざいます。大分解消はされつつあるのかなと思いますけども、やはり、保証人の問題

ですとか、あるいは、高齢というだけで入居が拒まれるというケースもあるというこ

とでございます。こういったものに対して何か手だてはないのかということでござい

ます。これが一つの課題かなと思います。ちょっと課題をずらずらと書いてあります

けども、いい住宅があったとしても、結局家賃が問題なんですね、賃貸住宅なので。

そういった問題もございます。それから、最近ですと、この課題の４番目にございま

すように、高齢者円滑入居賃貸住宅というのがございます。これは登録しているもの

でございます。そういったものができているとか、あるいは、専ら高齢者が入居する

高齢者専用賃貸住宅、そういったものも最近ぽつぽつと出てきているという状況がご

ざいます。こういったものをどうやって増やしていくのかという課題もあると思いま

す。 

 それから、資料３、１ページの下になりますが、高齢者・障害者向けの優良な住宅

確保ということで、現在、本町四丁目になるんですけども、区の未利用地に民間の事

業者にお願いをしまして高齢者優良賃貸住宅を整備するということで、今、事業者募

集をしているというところでございます。近々に事業者を決めたいと思っています。

これも一つの施策でございますけども、そういったことをやっているということでご

ざいます。いずれにしましても、福祉関係と連携しながらこういったことをやってい

かなければだめなのかなと思っております。 

 それから、３回目、４回目と課題がございますけど、ちょっと時間の関係で割愛を

させていただきます。 

 それから、先週ちょっとお話にありました区内の公衆浴場です。資料番号は振って

いないんですけども、ありましたでしょうか。 

 最近、区内の公衆浴場が減っているんじゃないか。どのくらいになっているのかと

いうことでございますけれども、昭和５０年当時、中野区内に８７か所いわゆるおふ

ろ屋さんがあったということでございますが、現在は、平成１９年度末が上の表で３

４です。下の一覧表は３３になっています。これは平成２０年１月現在です。今月に

なりますと３３です。今年度は１件さらに減ったということでございます。 

 下に、地図がございます。これを見ますと、これでも中野区はほかの自治体から比

べればまだ多いのかなと思いますけれども、よく見ますと、左上のほうです。鷺宮と

か上鷺宮、この辺はいわゆる公衆浴場の空白地帯でございます。それから、右上のほ
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うで新江古田駅がございます。この辺も少ないところかなと思います。空白区域とい

うことでございます。ですから、ふろなしのアパートというのもだんだん減ってきて

いるという状況もあるのかなと思いますし、ますますそういうところが住みにくくな

っているということもあろうかと思います。 

 それから、もう１点、ちょっと白黒で見にくいんですけども、小中学校の統廃合と

いうのがございます。学校再編と我々は呼んでいますが、一覧表がございます。この

うちの白い括弧書きしている学校が廃校になるというところでございます。敷地があ

いてしまうというところでございます。黒のところは、予定はされているけども、具

体的に二つなら二つの学校のいずれかに統合するということですから、まだどっちの

学校かということは決めていないというところでございます。ですから、跡地利用と

いうのもこれから重要な課題ということでございます。 

 それから、あとは、パンフレットとリーフレットがございます。 

 さらに、住宅白書でございます。これにつきましては、前回いろんな数字をお示し

しましたけど、基本的にはそのものを使っております。今回若干プラスしたものもご

ざいますけれども、全部説明しますと長くなりますので、ご意見があれば、こういっ

た資料も入れたほうがいいんじゃないかとか、これはどうかというようなご意見があ

れば、ぜひよろしくお願いいたしたいと思います。 

 資料のご説明としては以上でございます。 

（会長） ありがとうございました。 

 ただいま事務局のほうからご説明がありましたが、資料に関するご質問とか、ある

いは、ご意見はございますでしょうか。まずそれをお伺いしたいと思います。いかが

でございますか。後でまた、第３次住宅マスタープランの施策に反映させる課題につ

いては、もう少し踏み込んで審議していきたいと思いますけれども、その前段で、資

料１、２、住宅白書などのご説明、あるいは、それ以外の学校の統廃合とか公衆浴場

の資料などについていかがでしょうか。それから、あと、リーフレットが幾つかござ

いますね。 

（齊藤） １点だけ教えていただきたいんですけど、資料１にありました最低居住水準未満

の世帯、これをゼロに持っていきたいというのはまさしくそうだと思うんですが、持

ち家で今３.９％で、借家で１９.１％というのがあるんですが、最低居住水準という

のはどうしても家族人数との関係になるんですが、これは何人世帯のところにこの未

満を置いたかということなんです。結局、どういう住宅を誘導していくかということ

に絡んできますと、居住水準は何人で何㎡と決まっちゃっていますから、結局、何人

世帯のところにどういった住宅が足りないかということです。ミスマッチが、単純に

供給が足りないとかというわけじゃなくて、もちろん、世帯のお金とか家賃との関係

もあると思うんですが、そのあたりをもし教えていただけたら、あるいは、わかるの

であれば。 
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（事務局） すみません、ちょっと今資料がございませんので、細かい資料があるかどうか

の確認をします。要するに、２人世帯で足りないのか、３人世帯が問題なのかという

ことですね。 

（齊藤） もしかして、１人世帯で小さい家しかないということは、ちょっとよくわからな

い。どうしてこういう数字に。すみません。 

（事務局） わかりました。ちょっと分析をさせてください、細かく見ないと多分出てこな

い数字だと思いますので。うまく出てくるかどうかも含めまして、ちょっと調べてみ

たいと思います。 

（齊藤） ゼロに持っていくにはいかに何をどうするかというのを考えていくのに、今の質

問であるとお答えがなくても、何か知見を得るような情報があれば教えてください。 

（事務局） ちなみに、東京都ですと、最低居住水準は５％以下で、ほぼ解消という言い方

をしていまして、完全にゼロというのは恐らく難しいと思うんですね。少なくとも東

京都の目標が５％未満ということですので、なるべくそれに近づくようにどうしたら

いいかと。 

（会長） 持ち家に関しては、そういう意味ではあれですか。じゃあ、東京都のその５％と

いうのはどちらのほうですか。 

（事務局） 東京都の場合は両方含めてです。トータルでということです。 

（会長） 中野区の場合、トータルだとどうなりますかね。これは、持ち家、借家で別に区

分されていますが。 

（事務局） トータルですと、平成１５年、１２.２％です。 

（会長） １２.２％ですね。 

 ほかに何かご質問はございますでしょうか。 

 公衆浴場は、大分やっぱり、平成に入ってからも相当減少しているんですけど、こ

れはどうなのか僕もわからないですが、最近、スーパー銭湯というような形で、レク

リエーション型の銭湯といっていいのかどうかわかりませんけれども、そういうのが

出ているとは思うんですが、中野区内ではこういうのは出てきていませんか。練馬区

なんかでは出てきているんですけど。 

（事務局） 東中野に１か所あるそうです。 

（会長） そうですか。わかりました。 

（事務局） １４番のアクア東中野でございます。 

（会長） わかりました。 

 あと、これと多分対応するのが、借家の最低居住水準未満の方がどこら辺に分布し

ているかとか、あるいは、単身用の、昔の言葉で言えば、木賃アパートがどれぐらい

集積しているかによって多分対応関係が違っていて、鷺宮のあたりは専用戸建て住宅

が多いから、あまりこういう公衆浴場のニーズがないのかなという気がするんですけ

どね。 
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 ただ、もう一つ、よくこれもメディアなんかで紹介された、ガソリンとか灯油とか

の燃料の高騰でなかなか採算に合わないという現象が出てきているみたいですけどね。

区として特段何かこれに対しての施策とかはありますか。これは住宅政策とはちょっ

と関係はないんですけれども。 

（事務局） たしか、公衆浴場の設備改善に対しては助成金を出しています。ただ、やはり、

老朽化をして全面建て替えとかなんかになりますと、その時点で廃業される方が結構

多いと聞いています。ですから、ボイラーの改善とか、その程度でしたらいいと思う

んですけども、昭和３０年代ごろに建てたようなところが多いと思いますので、かな

り老朽化して、経営者自体も高齢化しているというのが実態だろうというふうに思い

ます。 

（会長） ほかは。 

（吉村） これから先、課題として出てくると思うんですけども、一般的に言いますと、や

はり、挙がっている目標値と実績値の乖離は当然あるといいますか、それについての、

どうしてそうなるかという原因といいますか背景といいますか、そのあたりを見てい

くことで今後のその３次の話になっていくと思うんですが、なかなか１０年の、もう

６年分終わって、残り３年と４年ですから、それで、結果がほとんどいっていないで

すね。９０必要なのがまだ１戸しかいっていないとか１０％ぐらいしかいっていない

とかというのがありますから、そういうのに対して、やはり、目標値を挙げるのは確

かに見やすくてわかりやすいんですけど、どうやってそういったものを確実に上げて

いくかという施策といいますか動きといいますか、そういったものを今後もう一度し

っかりしておかないと、また同じような指標を出して、また同じ結果ですねというこ

との繰り返しにならないように、この２次のマスタープランの現状からよりよい３次

につながるようなことをしていただきたいと思うんですが、大づかみ、この２次のと

ころでそう伸びていない実績というのの幾つかの理由が分かれると思いますが、代表

的なものはございますか。 

（事務局） なかなか難しいところなんですけども、典型的なのは、居住水準ですが、その

目標というのと、それを実現するための施策が何なのかというところがリンクしてい

ないんですね。確かに、国も目標があり、東京都もあるんですけども、じゃあ、具体

的にそれをどうやったらいいのかというのが、施策レベルだとなかなか難しいという

ところだと思っております。 

 それから、まちづくり関係なんかですと、当初考えたよりは、ここでやっている目

標と実績の乖離というのもかなりあるというのも、これは事実でございます。経費の

面、それから、体制の面もございます。 

 それから、なかなかこれに合致する住宅が少なかったというところもあろうかと思

います。共同建て替えですとか何かというとかなり難しい面もあるのかなと。合意形

成というのは難しいという面もあろうかと思います。そういったところでなかなか進
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まなかったという面があろうかと思っております。 

 ただ、不燃領域率とか一部につきましては、一定程度の水準には到達したというと

ころもあろうかと思います。 

（会長） よろしいですか。ほかに。――いいですか。 

 それでは、今、一応、資料の概略のご説明をしていただきましたので、今回の検討

課題、民間賃貸住宅のストック活用について、これについて議題にしていきたいと思

いますので、これについて事務局のほうから改めてご説明いただけますか。 

（事務局） それでは、先ほどは資料の中でご説明しなかったんですけども、「検討課題」

と書いてあるペーパーでございます。 

（会長） 皆さん、お手元の検討課題「民間賃貸住宅のストック活用について」はございま

すでしょうか。――じゃあ、それについてご説明をよろしくお願いいたします。 

（事務局） ４点ほど論点があるのかなということで挙げさせてもらいました。１点ずつや

っていただければというふうに思います。 

 まず１点目が、民間賃貸住宅を建て替え・新築する際に、高齢者・障害者の方が生

活するための広さやバリアフリーなどの居住水準を持った住宅を誘導するにはどのよ

うな方法ができるのかということでございます。 

（会長） じゃあ、これは順次やっていきましょうか。 

 まず、きょうは、大きな話題として民間賃貸住宅のストック活用についてなんです

けども、民間賃貸住宅を建て替え・新築する際に、高齢者・障害者の方が生活するた

めの広さやバリアフリーなどの居住水準を持った住宅を誘導するにはどのような方法

ができるのかという、この議題について、区のほうからのお考えというのをまずちょ

っとご説明していただいて、それで、それに従って幾つか皆さんからご意見を出して

いただければと思いますが、いかがでしょうか。背景とかこういうことを少し説明し

ていただいたほうが、多分今までもあったと思うんですけれども、国の政策なんかも

変わってまいりましたし。 

（事務局） わかりました。 

 ご案内のとおり、住生活基本法というのが制定をされました。これに基づきまして、

住宅政策というのは、従来ですと量的な確保、量をどんどんつくっていくということ

だったんですけども、それから大きく転換しまして、住宅については質の向上という

点が重要だというふうに転換をされてきているということがございます。まだまだ最

低居住水準以下という世帯も結構ありますが、できれば誘導居住水準に到達している

ような住宅をどんどん増やしていくというのも課題ということでございます。その中

で、特に中野区は人口密集地域でございます。そういうところで、高齢者の居住水準

とか、そういったものをどうやって引き上げていくのかということが、この１点目で

ございます。質ということでございますから、バリアフリー化された住宅、それから、

一定の面積、そういったものが必要だというふうに思います。そういう住宅を誘導す
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るにはどうしたらいいのかという点です。特に、建築に当たって規制したり、あるい

は誘導したりという面がございます。誘導というのは、具体的に言いますと、オーナ

ーさんですね。建て主に対して効果的な施策、こういったことをやれば建て主さんが

どんどん建てる方向に向いてくれるとか、その辺についてご議論いただければという

ふうに思います。 

 以上でございます。 

（会長） ありがとうございます。 

 今お話しされましたように、民間賃貸住宅ストックを活用したいということで、こ

れから中野区内にある民間住宅を建て替えしたい、特に賃貸住宅ですね、それと、新

築する際に、いろんな意味で、国もそうだし東京都もそうだし、中野区もできる限り

質の低い住宅は少なくしていって、少なくとも最低居住水準未満を超え、望むらくは

誘導居住水準以上のものをというような考え方を持っているんですけど、じゃあ、実

際にこれを具体的に達成していくためにどんなやり方があり得るのか、それについて

皆様方のほうからご意見を、アイデアでも結構ですが、ぜひ出していただければと思

いますけども、このあたり、実際にお住まいになっている方々とか、貸す側、あるい

は仲介をされている方に関してでも、少しご意見をいただければと思いますが、いか

がでございますか。 

 林委員は不動産業界でいらっしゃいますけど。 

（林） まず、その前に、民間賃貸住宅とはそのものは何ぞやということを考えなきゃいけ

ないのかなと思っております。私はいろんな理由があると思いますけど、考え方には、

一つ、事業としてオーナーが民間賃貸住宅をやっているという。これは当然、収益還

元的な発想で通常考えているわけですね、費用対効果の問題もありますから。それか

ら、あとは、相続税対策。それから、もう一つは、老後の生活のためというんでしょ

うか。年金みたいな、第３の年金なんと言っていますが、そんなようなもの。こうい

うものの考え方が民間賃貸住宅を建てる方の一つの目的、考え方だというふうに思っ

ています。 

 ということは、どういうことかというと、大事なことは、民間賃貸住宅というのは

慈善事業じゃないということです。ですから、どうしてもやっぱり収益を目的にして、

当然ほとんどの方が、キャッシュで建てる方よりも銀行融資で建てるという方が圧倒

的に多いんです。ですから、どうしても、収益として見る場合は、当然費用対効果と

いうのが非常に重要ですから、そうなったときに、やはりこれをまず第一前提で考え

なきゃいけないと思っています。 

 それから、民間賃貸住宅の建て替え・新築をするときに、当然、高齢者・障害者の

方が生活する広さやバリアフリーというのは、あまり正直言って念頭に置いていない

というのが現状です。先ほど説明ございましたように、中野区の人口動態の、圧倒的

に多いのはやはり若い方、独身者が圧倒的に多いんですね、これを見ると。大体３０
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前後ぐらいの方が一番多いわけです。ですから、そういう方が一番収益的にも非常に

安定しているということで、大体そういうようなターゲットを持った賃貸アパート、

マンション等が多数供給されているということです。ですから、そうかといって、じ

ゃあどうするかと。それ以外に、例えば、高齢者・障害者の方が生活するための広

さ・バリアフリーを考えた居住空間をつくるということになると、メリットがなきゃ

いけない。要するに、オーナーにとってメリットがないということで考えたんです。 

 それは、私も実は、母、独居老人がおりまして、車いすになったときに、まず、バ

リアフリーにしなきゃいけないということで、いろいろ自宅を改善したことがあるん

ですが、相当費用がかかったわけです。例えば、車いすの場合は、まず、トイレ一つ

にしても倍の面積がないと、転回面積が必要だ。それから、手すりは当然ですね。そ

れから、バリアフリーですから、玄関からスロープ状態にしないと入れません。です

から、そういうことを考えたときに、通常のワンルーム、１ＤＫとかのアパートでは

非常に、スロープ状態、どうやってバリアフリーにするかと。これは建築基準法の問

題もありますし、それから、いろんな角度から、東京都建築安全条例等も含めて、や

はり相当それに合ったようなバリアフリー対策を考えていかないと、今の建築基準法

の対応ではちょっと不十分かなというふうに私は思っています。ですから、いろんな

意味において、障害者用、あるいは高齢者用という問題になったときに、これは一つ

建築上の非常に大きな問題になるかなと思います。 

 それから、もう一つ、続けていいですか。 

（会長） はい、どうぞ。 

（林） 保証人とか身元引受人の問題が、確かに今一番大きな問題になっています。そのと

きに行政が果たして行政代行できるのかという問題があります。介護１とか介護２と

いうのがありますよね。その中でその問題もあります。 

 それから、あともう一つ。独居老人が、若い方でも結構あるんですが、不慮の死亡、

つい最近もありましたけども、自殺じゃないんですが、亡くなっているというような

ケースもあるんです。死亡時とか病気時、けが、火事とか、あるいはまた、介護、そ

うなったときにはどうするかという。こういうようなものは、当然、先ほども説明ご

ざいましたように、福祉と共同で、やはりそういうふうに一体として考えていかなけ

れば、単独ではちょっとオーナーの説得は不可能だろうというふうに見ています。 

 まだほかにもいろいろあるんですけども、私だけが発言してはいけないので、一応

これぐらいにさせていただきます。 

（会長） 今、割と実態ベースのお話をしていただいて、なかなか……。逆に、例えば、法

的サイドでこれぐらいの支援があるとインセンティブがあるかなというのはあり得ま

すかね。例えば、バリアフリーに対して。 

（林） 今、区によってはいろいろ補助金を出しているというところが結構あるように見受

けるんですけども、実質的にスペースの問題も大きな問題ですね。例えば、限られた
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面積で賃貸アパート、マンションをつくったときに、廊下とかおふろにしてもトイレ

にしても、これは賃貸面積にどうしても加算されないんですよ。建築費はかかるけれ

ども、実質的に賃貸で還元されないという問題がありまして、一番やはり面積が、例

えば、洋間６畳より洋間８畳のほうが賃料が取れるんだと。サービス面というのはほ

とんど賃料を取れませんから、費用対効果を考えると全くだめだ。だから、そういう

面においても、建ぺい率は厳しい、限られた範囲内でつくっていて、それを例えば要

求するほうが非常に難しいんじゃないかと。それを何かうまく行政で少し考えるよう

な形、サービス面を考えるとかいうようなことができれば、これはオーナーにとって

かなりメリットですから、いいのかなと、こう思ったりしているんですけど。 

（会長） 類型として幾つかお話しされましたよね。一つは、相続が発生してというか、自

分の資産を活用するためにアパートを建設する。昔の東京庭先木賃みたいな形で、そ

ういうのが多かったけど、最近はそれ以外のいわゆる投資目的用の賃貸アパート建設

というような形で、いわゆるワンルームマンションでしょうね。 

（林） ええ、ほとんどこれじゃないでしょうか。 

（会長） そうすると、むしろ、地主とじゃなくて、ほかの中野区内というか、ほかのとこ

ろの……。 

（林） そうでもないんですよ。例えば、土地の有効活用ということで、相続税対策で銀行

から融資を受けて、節税効果がありますから、それをやはり建てるという方が圧倒的

に多いです。 

（会長） それはどこかの企業がオファーしてくるんじゃないんですか。 

（林） いやいや、そうじゃないんです。オーナーが借り入れを起こして、賃貸アパートや

マンションを建てる方が圧倒的に多いです。分譲マンションで事業として１棟売りと

いうのはまた別なんですけどね。そうじゃなくて、オーナーの土地の有効活用で、相

続税対策で空間地を有効活用しようというような方が圧倒的に多いんです。 

（会長） そちらのほうが多いんですか。 

（林） 多いです。私の経験で多いです。ただ、地域によって違うと思いますけどね。それ

も、かなり土地を持っている方じゃないと難しいんですが。相続税対策をなさる方と

いうのは当然相続税がかなりかかる方ですから、どうしてもやっぱり、土地をたくさ

ん持っている方はそういう形で銀行から融資を受けて、だから、２棟、３棟とか１０

棟とか１１棟持っている方は結構いらっしゃいますから。 

（会長） やっぱり、主要なターゲットは若年単身者ですか。 

（林） 若年なんですけど、ただ、このほど、やはり人口動態から言って少子化になってい

ますから、ファミリー層の希望者が多いということで、ファミリー層もかなり前から

大分変わってきましたね。私どもの学生時代、一番最初は３畳、あるいは４畳半、木

賃、トイレ共同、それから、トイレつき、それから、１Ｋのおふろつき、それから、

１ＬＤＫ、１ＤＫ、２Ｋ、だんだんと今ぜいたくになってきていますから、そういう
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意味においてはかなりよくはなっていると思いますけどね。 

（会長） ほかに、このことについて何かご意見は。 

（小宮山） 高齢者に貸すと、やはり死んだときに対処に困るというか、死んだ部屋はその

後借り手がつかなかったりしてしまって空室になったりするリスクがあると。それで、

福祉住宅というのが資料２の１ページ目にあるんですけども、これはうまく機能して

いないんですか。区が長期で借り上げておけば、空室になって家賃が入らなくなるリ

スクはなくなると思うんですよ。例えば、２０年間区が借り上げておけば、そこで途

中で人が死んでも家賃は区から入ってくるわけですよ、オーナーさんにとっては。リ

スクはなくなって、オーナーさんとしても、２０年間一括で借りてくれる人がいれば、

そっちのほうが御の字だと思うんですが、この福祉住宅は機能していないんでしょう

か。 

（事務局） 福祉住宅自体は大いに機能していると思っています。要するに、希望者が何倍

も多いと。 

（小宮山） それだけでは足りないということで今回話し合っている……。 

（事務局） ただし、問題もありまして、実は、かなり財政負担になっております。福祉住

宅の場合、建設費をまずある程度補助する。廊下の部分ですとかエレベーターの部分

ですとか共同で使う部分については、かなり建設費自体に補助を出して建ててもらっ

ているというのがございます。それから、丸ごとこれは借り上げます。確かに、オー

ナーさんにとっては空き室は何の心配も要らないわけですね。埋まろうが埋まるまい

が、とにかく決まったお金が毎月入ってくることですから、これほどのものはない。

ただし、区としては実はかなりこれは財政負担になっています。ですから、これをど

んどん増やすというのは、もう限界があるというのが現状なんですね。 

（会長） バブルのころに似たような形で特定優良賃貸住宅制度というのがあって、まだ経

済が上向き加減のころは、いいだろうという形で区がある程度家賃補償するような形

で住宅を供給してきたんですけど、逆ざやになってきて、相当財政的に厳しい状況に

なってきて、この制度はもたなくなってきているので、一見よさそうな制度でも、実

は財政的なことを考えたらなかなかできないというような実態もあると。 

 どうぞ、松本副会長。 

（副会長） 今の論点で、質の向上といったところに広さの話とバリアフリーの話が並列し

て入っているんですね。広さの話とバリアフリーの話は別の話で、例えば、バリアフ

リーの話をするなら、福祉住宅のお話で、今お答えがあったように、福祉住宅を今の

形でつくっていくと、非常にお金がかかり過ぎて、戸数はたくさんつくれない。だけ

ども、ニーズがあると。そこら辺をどうやってバランスをとるかと。入れた方はラッ

キーだけど、入れなかった人は非常にアンラッキーでは済まない大変な状況になる。

ということは、もうちょっと、こんなにお金がかからないで戸数を増やす方法をちょ

っと考えられないかなというのがバリアフリーの話だと思います。林委員がおっしゃ
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ったように、もう少し何かがあれば。すべて丸がかえの福祉住宅の今のやり方でやれ

ばお金はかかるけれども、何かもうちょっとその間ぐらいのことを考えていただけれ

ばいいのかなというのがバリアフリーのお話。 

 もう一つの質の向上で言うと、広さを上げるというのはまたちょっと違って、少子

化なので、今おっしゃったように、ファミリー層とか、もうちょっと広いという話が

やっぱり出てきているんじゃないかと思いますし、オーナーとして、私がもしそうい

うお金があってやるとしたら、考えれば、少子化であるというのはよく言われている

ことなので、これからワンルームをどんどんつくって、じゃあ、２０年後の老後に備

えるかというと、ちょっと厳しいだろうというのはどなたもわかると思う。なので、

ワンルームをつくるところを少し広目のをつくりませんかというのは、何か誘導策な

りあり得るのかなと。ちょっと気になるのは、ワンルームマンションの指導要綱なん

かは今どのぐらいになっているんですか、中野区の場合は。ワンルームマンションの

条例とか、つくっていらっしゃるんですか。 

（会長） つくっていらっしゃいますか。 

（事務局） 区の指導要綱は、単身用は１８㎡で、世帯向け、ファミリータイプが３９㎡と

いうことで、全体の戸数の５分の１はファミリータイプにしてくださいというのが指

導要綱で決めています。 

（会長） どの程度遵守されていますか。 

（事務局） これはもうほとんど守っていただいて、年１件ぐらい、今、要綱のほうでとい

うのは変ですけども、学生さんが使う寮とか、そういうのは対象外のものが出ます。

ただ、この要綱違反をするという方はほとんどいなくて、きちっと届けが出ています

し、守ってはいただいています。 

（林） ただ、結構要綱を守っていると賃料が高くなるんですね。ということがありますね。

例えば、１ＤＫぐらいでも実は８万円とか９万円ぐらいなんですよ、市場に出ている

新築あたりは。普通ではこれは高齢者はとても入れませんよね。それから、独身貴族

なんといったってそんなのに入れるのは少ないわけですよ。そういうことになったと

きに、めったやたらに大きいものを全部供給するというのもなかなか難しい問題があ

るし、今、地方から来る学生さんなんかは非常に苦しいですよね。例えば、その親御

さんなんかは非常に苦しいと思うんです、生活が。そのためにはどうしてもそんなに

ぜいたくは言えないということもありますし、なかなか難しい問題もいろいろあるん

じゃないかなと私は思うんですけどね。 

（副会長） ただ、ちょっと、新築をこれからなさるときに、確かに賃料は高いんだけれど

も、古くなるということを考えていくと、やっぱり、今、最低の１８㎡というのを維

持するのかどうかというのは一つ検討していくのもあるのかなと。 

（福島） 今のお話を聞いている中で、やはり、建築のほうから見ますと、広さというのは

非常に大事だと思いますが、今の費用対効果という、賃貸の場合はそれがあるという
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ことをおっしゃっていると、どうしても最低基準の面積というのを計上せざるを得な

いんだろうと思うんですけれども、私の提案としては、例えば、今できている建物、

賃貸のマンションでも、それから、アパート、木賃でもいいですが、そういう場合で

も、中を、例えば、ワンルームをつくったんだけども、将来その中をニコイチで二つ

のものを一つにしちゃうとか、それから、三つを一つにするような使い方ができると

いうことに対して、何か区でも、こういう優良な、誘導するということであれば、と

いったこともできないかなというのも、一つ勝手に今思いましたけどね。 

 あと、もう一つは、建築基準法のいろんな制約がやっぱりありまして、間仕切り間

の界壁だとかいろいろ制約が多いものですから、例えば、面積が増えるほどそういっ

たことをクリアできるのかというような問題も出てくるので、これは、最初から建物

をお建てになる人が設計の段階からそういうことを考慮した上で、最初はワンルーム

なんだけども、将来はファミリータイプにするんだとかということも頭の中に置いて

いただくような計画というのもあり得るのかなと。それに対しては、区のほうが助成

ができるのであれば、そこで費用を出していただくとかという方法はないか。 

 それから、もう一つは、私の経験で、非常に古い木賃のアパートに住んでいる方で、

なかなか出ていただけないと。建て替えをしたいとオーナーは言っているんですが、

建て替えができないで困っていると。その事情を聞いてみると、その建物ができたと

きからずっと入って、もう４０年、５０年住んでいらっしゃると。資金力がほとんど

ないので、出てくれとも言えなくなっちゃったということだと、そのまま建物と一緒

に老朽化して亡くなるというような状態になるわけですね。これはオーナーにとって

も大変な問題なので。ですから、我々設計者として見ると、そういう方々に、区のほ

うで、何かうまみがあると言うと変ですけれども、例えば、そういうアパートを持っ

ていると非常に防災上もよくないですね。今現在、先ほどの耐震診断の話もあります

し、それから、建て替え促進地域の中にあった場合は不燃化させろという話もあるわ

けですから、そういった制度を活用したりはできないか。それから、耐震診断をやっ

たけども、相手方はそれだから出て行くというわけにもいかないということですので、

その辺に何か基準法上のメリットだとか都市計画上の容積、建ぺい率の緩和規定を何

か使えるような形にして、少し建て替えが小さくなっちゃうと、今、非常に狭いとこ

ろであれば。それを、何かの方法で、少し今よりはよくなるというようなことがあれ

ば、その方が一たん出てもらって、入るときにも、その家賃が今よりは若干高くなっ

ても戻れるというような制度が何かないと難しいのかなと思います。そういう建物が

中野には実は随分あるんですよ。ですから、今議論していますけれど、こういったこ

とが議論の対象に上がっていないんですね。ですから、賃貸についてはそういうこと

は非常に多いと思います。分譲ですと、最初から土地を買い上げて、その開発をする

ということですから、これはまた違った内容ですけれども、賃貸については非常に最

初からそこに住まわれている方が多いということですよね。ですので、その辺の考慮
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をいただけるのかどうかということですね。 

（会長） ほかはいかがですか。 

（宮島） 今、ずっとお話を聞いてきて、ちょっと厳しいことを言うようかもしれませんけ

れど、結局、資力のない方たちがアパートにいて、その方たちの移動がどうにもなら

ないと。資力のある方たちは自分でバリアフリーをつくって建てて、どんなマンショ

ンでも購入されていくということは、今の国の年金政策もそうでしょうけれど、そう

いう賃貸にかかる資金が出せないということで、じゃあ、区としたら、それは区内に

何人ぐらいいらっしゃるというのをつかんでいるんですか、高齢者にしても障害者の

方にしても。 

（事務局） すみません、ちょっと具体的にどのぐらいというのはなかなか難しいと思うん

ですけども、たしか、以前出したら、２,０００世帯、当面行政として何らかの手だ

てを加える必要のある人が１,０００世帯ぐらいでしたかね。対象は、たしか、低所

得者で住宅に困窮している方が２,０００人ぐらいいらっしゃったと思います。その

うちの１,０００人ぐらいはいわゆる公的な住宅や施設ですね。そういったもので対

応していくと。残りの１,０００人ぐらいは何らかの対応が必要になってくるだろう

という。大ざっぱな見方ですとそのぐらいかなと思います。 

（宮島） そうすると、今後ますます増えていく、高齢社会ですから増えていくと考えると、

約２,０００人分ぐらいの部屋の確保ということになるんですかね。 

（事務局） ただ、その手の福祉施策の難しいところというのは、そこをある程度ある自治

体が特別に施策をすると集まっちゃうという傾向がありまして、なかなか単純にいか

ないという面も多分あろうかと思います。 

（宮島） それはわかるんですけど、今、現状として、そのぐらいの数の方たちの動きを区

がどうしていくかということですね。 

（事務局） そうです。 

（有田） 皆さんがおっしゃっていたこととあまり変わらないんですが、わかってきて、広

さの問題とバリアフリーの問題ということでしたけども、やはり、話に出ていたよう

に、最低居住水準未満はどういう人たちなのか、今の中身ではよくわからないんです

が、どのぐらいの世帯・人数の方が最低水準なのかというのがよくわからないという

ことですけども、一つは、この白書を見ると、５５歳以上とか６５歳以上の方がその

家計を支えている方、年齢がそのぐらいの高年齢の方々も結構いらして、その方々は

特にもうこれ以上家賃を負担する能力がこれから上がるとも思えないので、それで、

じゃあ、この人たちにもっと広いところに住みなさいと言っても、多分無理だという

ことですよね。ですから、無理なことはなかなか目的に挙げにくいのかなということ。 

 あと、もう一つは、中野はそれなりに都心に近くていい立地であって、それで、こ

こに住むことをやはり何らかの形で必要性を感じられて皆さんがここにいらしていて、

でも、その家賃負担能力は、立地がよければ同じ広さでも上がってしまうわけですか
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ら、払える家賃でということになると狭いところにしか住めないでしょうから。でも、

狭いけどもここに住むことが必要だという人たちのニーズにある意味でこたえている

ところもあるでしょうから、この最低居住水準未満は何が何でもゼロにしなくてはい

けないと言うべきなのかどうかというような話もあるのかと皆さんの話を伺っている

と思うんですけども、そこは、だから、ちょっともう少し長いタームで考えていかな

くてはいけないところがあると思います。そうでないと、やはり、もう少し中野区は

もっとお金持ちだけ来ていただいて、そうじゃない人はどこかへ出て行ってください

という話にしかならないと思うんですよね。 

 それから、もう一つ。バリアフリーは、私は実は最近の施策は不勉強でうろ覚えな

んですが、品確法の中で性能表示制度があって、高齢者設計のバリアフリーの水準は

５段階で最初は来ましたと思うんですね。今、同じかどうか、ちょっとすみません、

うろ覚えなんですが、あの当時は、その基準は私はちょっと担当をしていたものです

から、そのときの記憶で言うと、５段階あって、３段階というのは当時の住宅金融公

庫の融資水準と大体合わせたんですね。４と５というのは、それ以上に高齢者住宅設

計指針と当時出ていたものの、かなり上のグレードというような設定をつくったんで

すけども、あんまりバリアフリーもグレードを上げると投資対効果というのはどうな

んだろうということは、当時から実は議論があったんです。それで、要するに、バリ

アフリーにしておいても、本当にバリアフリー的な空間を必要になるニーズが居住者

によって大分差があるということもあろうかと思いますので、広くするということ自

体が過剰投資になる可能性もあると思うんですね。そういった意味で、なかなか民間

ディベロッパーの方々、事務所の方々にお願いしにくい面があろうかと思います。で

も、ただ、ある程度のことをしていこうと思うと、やはり多分水回りとか浴室とか、

そういったところを広くせざるを得ないですよね。だから、もしやるとしたら、一つ

は、住宅金融と連動しているというのが一つの方法だったと思うんですけど、区独自

でということになると何か助成金を考えるしかない話になると思いますので、そうす

ると、そういったことができる住宅の数というのは必然的に限られてしまうかなとい

うふうに感じました。 

（会長） ありがとうございました。 

（後藤） バリアフリーの居住水準を持った住宅を誘導するということで、皆さんがお話し

しているように、非常にお金もかかるしスペースもかかる。それを民間から誘導する

ということになりますと、皆さんがお話ししていたように、費用対効果が非常によく

ないわけですね。そうしますと、ご存じのとおり、少子高齢化ということで、労働力

の不足で、アジアを中心として労働力をいっぱい求めているわけですね。そうします

と、この小さな例えば１８㎡ですか、こんなようなものをどんどん建てていくと幾ら

でも埋まるんですよ。こういう現実の中に持ってきてこういうものを実現させるとい

うことになれば、もちろんいろんなことをオーナーも考えていかなきゃならない問題
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もあるんでしょうけれど、現実になったときに、やっぱり、安心、安全というような

ところを公共で提供していかないと、じゃあ、やってみるかというふうな誘導するあ

れができるかどうかという問題が非常に問題だと思うんですね。とにかく、アパート

は全然足りないですよ。あいているかもしれないですけど、それはまだ、外国人に対

する大家さんの認識とかそういうものが、生活習慣の違いとか言葉の壁とかがあって、

まだ踏ん切れないだけで、実際足りないものというのはいっぱいあるわけですよ。そ

ういうものが整理されて、今どんどんやっているわけですよね、不動産関係は。そう

いうのが整備されていけば、こういうものはちょっと２の次、３の次になっていくお

それがある。であるならば、やっぱり役所としては、こういうふうなものを用意して

やるのでこういうことはできないだろうかというようなことじゃないと、実現がなか

なか難しいというか、具体的に考えていく方法も難しいんじゃないかというふうに私

は思うんですけどね。 

（川上） やっぱり同じようなあれなんですが、ここで、民間の賃貸というのと高齢者・障

害者、それと質の高い住宅というふうにずっと考えると、まず、民間、事業性みたい

なのを考えたときに、だれがそういうことをするんだろうとか、それから、そういう

住宅をつくったときに、今度、借りる人が本当に借りれるのかなと。どういう人を要

するにターゲットとしてやっているのか。すごくお金持ちの高齢者しかいないですよ

ね。すごくいいところに住むためには幾らでもお金があっても大丈夫ですよと。でも、

そういう人たちが本当に賃貸住宅にまた、本当にお金のある人はもっと福祉の施設と

いうか老人ホームでもいいところに住んじゃうとすると、やっぱりちょっと見えない

というか、正直言ってなかなか見えにくい部分だという気が非常に。だからやめまし

ょうということは言えないんですけど、何かもう少し考え方を変えないと難しいかな

と。多分、何かをひねり出してやっても、結局机上に残るみたいに終わってしまうよ

うな気がしてしょうがないですね。 

（会長） 非常に長期的な文脈で見れば、かつて東京区部に１００万戸あった木造賃貸アパ

ートといいますか、設備共用型、先ほどおっしゃった３畳とか４畳半の、中野に伺っ

たとき、ちょっと火がついたら１０分たりとて全部燃えちゃうようなアパートが大量

にあったわけですけど、この三、四十年の間に、やっぱり若い単身層だって設備共用

で寒いところの公衆浴場に行くのは嫌だと言う人が増えてきたから、内ぶろが増えて

きて、公衆浴場は経営的にもなかなか成り立たなくなったという、そういう現実があ

るわけですよね。そういう意味では、マーケットメカニズムの中で言えば、皆さんの

所得水準が上がってきて、より質のいいコンフォータブルなワンルームマンションを

望む層は増えてきていることは確かなんです。あるいは、私は筑波に勤務しておりま

すけども、筑波あたりでも、親御さんが、息子さん、あるいは娘さんが住むアパート

を見に来たときに、最低限バス・トイレがついてクーラーがないとだめという、そう

いう意味のニーズはやっぱりあるわけですね。だから、マーケットとしてはそういう
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方向についているんですけど、それにプラスアルファどうやってできるかというのが

少し話で、そのときに、例えば、考え方として、今まで区営住宅というのは公的住宅

の直接供給で大量のお金でつくっていたものを、それを原資として資金で融資してや

っていくようなやり方とか利子補給するというのでやってみたら、その水準向上に資

することができるかどうかと。それは少し頭の体操になる部分があるんですけども。

今、いろんな割り振りで、公的住宅供給にはこれだけの資金がかかったのを、ちょっ

とアロケーションを変えてみるということだってあるかもしれないなという気がする

んですね。だから、マーケットの方向としては、やっぱり質の高い住宅に対して潜在

的需要がすごくあると思います。それから、外国から来る人であっても、どちらかと

いえば設備共用よりは設備専用の住宅のほうがいいわけですし、多少広いほうがいい

わけですし、防音性、遮音性があるほうがいいわけですから、それをどうやって中野

の中で実現していくかという話だろうと思うんですけどね。 

（高橋） 実は、全然現実離れした発言になるかなと思うんですけど、今までの先生方のと

ちょっと違いますが、私自身、アパートを持っているというか、それで生活をしてい

る人間なんです。それで、８年前に木造２階建て、耐火のものから今の鉄骨２階建て

に建て替えて、その前のときにはちょっと高齢で区の補助を持っている方が住んでい

らして、立ち退きのときにはちょっとあっせんをいろいろと公的なところからしてい

ただいて、同じ区内の北のほうに引っ越されたんですけれども、今度建てるときには、

おっしゃるように、１ＤＫの多い、ただ、ファミリーのあれが２部屋というのに建て

替えたんですね。そのときに、今お話を伺っていて思ったのは、個人の敷地ですから、

隣接するところに同じアパートがあるわけじゃないんですが、個人が自分の住んでい

るところの空き地に建てるアパートの場合、どうしても制約があって、それで、広い

部屋がとれないんですね。前は、８年前まで、５１年に建てた８年前までは、要する

に公団の２ＤＫぐらいのものが一番望まれていたものですから、そういうのを建てて

お貸ししていた。その一つにちょっとそういう高齢のご兄弟が住んでいらして、公的

なあれを得たということなんですけれども、今、１ＤＫ、そういう方は住めないわけ

ですね。やっぱり、ちょっと２ＤＫぐらい。そのころはバス・トイレつきのあれでお

貸ししていたんですけど。だから、一つは、ある敷地面積に対して広いものを建てら

れて、それで、オーナーの側がある程度納得のいく、月々のものが入るような手だて、

だから、建てるときの公的助成とか、そういうことも含めて、それがあれば随分違っ

てくるかなというのが一番大きいですね。 

 それで、さっきちょっとおっしゃったように、やっぱり、一つの相場みたいなのが

あって、中野の駅周辺の１ＤＫのこういうのだったら月々８万円から９万円とか、そ

れがマンション形式になると幾らとかとありますよね。非常に中野というのは、電車

も遅くまであって始発も早いから、テレビ関係だとかホテル関係の方が私のところな

んかにも多いわけですし、私は外国の方にもお貸ししているので、入っていますけれ
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ども、結局、一つの世の中の動きみたいな流行みたいなのがあって、中野区あたりだ

とそういうのが求められるという。何かそれは、不動産業界、貸すほうの一つのメリ

ットみたいなものもあるんだろうと思うんですね。うちのあれを扱っているのは杉並

区の業者ですけれども。 

（会長） 高橋委員は、失礼ですけど、アパートを建てられるとき、どこかの方と相談され

て、専門家というのはどういう方だったんですか。 

（高橋） 私、実は、一番最初のときには、ちょっと大手の建設業界に知人がおりまして、

その方のアドバイスで建てたわけですね。今度建て替えるときには、実は、息子が建

設関係の会社に勤務しておりますので、息子がいろんな世の中の情報、それから、障

害者の方とか、そういう方のことも含めまして、情報を持ってきて建てたわけですね。

立ち退きのときも、逆に言うと、そういうことのプロの方たちのアドバイスや手だて

で機先よくご紹介する形で建て替えて。ですから、私がちょっとさっきからのお話の

中で気になるのは、民間の賃貸の場合、さっきもお話があったように、相続税対策と

かちょっと空き地があるから建てておこうとか、それから、お小遣い稼ぎから生活費

稼ぎまでありますよね。その空きスペースの使い方によって随分この問題が出てくる。

それで、広い部屋というのは、２ＤＫぐらいがあれば、いわゆる昔の公団住宅のサイ

ズというんですか、あれがあるとかなりファミリー向きになりますし、それが適当な

価格というとおかしいんですけれども、であれば、やっぱり住んでくださる方がいら

っしゃる。それで、マンションよりも安いですからあれですけど、そこら辺のところ

と、それから、何か共同でできるようなあれがあるとずっと違って具体的になるんじ

ゃないかな。ちょっとバリアフリーの問題は置いておきますけど、車いすの方がいる

ときは、あるスペースがないと車いすが中で動かないんですね。ですから、それとい

うのはちょっとバリアフリーの問題とまた別な視点で考えないといけないかなと。 

 これは建築のご専門の方たちのほうがよくおわかりになるけど、間仕切りが多いよ

りは広い部屋のほうが坪単価がどうというようないろんな計算が現実にはありますし、

そこら辺にもう少し行政側からのある意味の介入をして資金的な裏づけがあると、オ

ーナーは考えると思う。やっぱり、変な話、ここで言うとちょっとあれですけど、ボ

ランティアじゃなくて、オーナーにとってもメリットがないと動かないというのがあ

ります。 

（会長） 例えば、区は、そういうことに対して専門家を派遣して、どういう形で望ましい

バリアフリーとか、こういうものに対する相談みたいなことをやるというのは、制度

的にあり得ますか。 

（事務局） 今は制度的には特段やっておりませんけども、介護保険なんかを通じてという

のはあるんですが、一般のオーナーさんが建てるとき云々というのは特段ないです。 

（会長） 掘り起こしはあり得るかもしれませんね。 

（事務局） あり得ると思いますね。 
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（会長） すみません。ちょっと時間があれなので、次の話題に行っていただきたいと思い

ますけど、２点目の話題として、高齢者・障害者の入居を拒まない住宅、いわゆる高

齢者円滑入居賃貸住宅の登録制度というのがあるそうなんですが、実態は多分なかな

かうまく機能していない部分があるのかなと思うんですけども、こういう登録住宅を

どうすれば増やしていけるのかという。これについても区のほうで何かご説明してい

ただくことや補足説明はございますか。 

（事務局） ちょっと時間がないので、（２）と（３）と（４）をまとめてご説明しますけ

ども、いわゆる高齢者円滑入居賃貸住宅と呼んでいますが、これは、今、国や都が推

進しております。これは登録制度がございます。中野区ですと、現在２００数十戸が

登録をされております。高齢者を受け入れますよという登録でございます。徐々に増

えてはいるという状況でございます。我々としては、どんどんこういう住宅が増えて

くれれば少し楽になるのかなというふうに思っております。 

 それから、次、３番目で、居住安定支援制度というのをつくったんですが、なかな

か利用がないということですね。保証料の２分の１助成、１万５,０００円限度なん

ですけども、そういう制度をつくったり、あるいは見守り制度ですね。そういったも

のをつくったんですが、なかなか利用がないということでございます。それは、制度

そのものが悪いのか、あるいはＰＲが足りないのかとか、いろいろ考えられると思い

ますけども、その辺のご意見があればよろしくお願いします。 

 それから、最近、高齢者専用賃貸住宅というのがございます。全国的には急速に増

えているというふうに言われております。中野はあまり増えていないんですけども。

中には、食事とか介護サービス、これをセットしてやっているという住宅もあるとい

うことでございます。一部ですけども、マスコミ報道によりますと、有料老人ホーム

が、総量規制というんですか、量的な制限を受けるようになってきたということから、

この高齢者専用賃貸住宅に転換をして建てたというのもあらわれているということで

ございます。こういったこともこれからどんどん出てくるのかなと思います。場合に

よってはこうしたものも視野に入れる必要があるのかなということでございます。こ

の辺の議論を少ししていただければと思います。 

 以上でございます。 

（会長） 今のお話について、中野区のソフト政策的な側面もありますけれども、この登録

制度みたいなことについて、このあたりにお詳しい委員の方々から少し実態はどうな

のかというのを、お話ししていただきたいと思いますが、いかがでございますでしょ

うか。 

 その新しいビジネスモデル的なものというのはどのあたりに出てきているかという

情報を集められていらっしゃいますか。高齢者向けのサービスをやる、サービス機能

つきのような賃貸住宅という。 

（事務局） きょうお配りしたリーフレットですか、「高齢者の方の住まい探しを応援しま
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す！」という高齢者居住支援センターが発行しているものです。これにまず書いてご

ざいます。簡単な内容でございますが、高齢者円滑入居賃貸住宅と高齢者専用賃貸住

宅の紹介があります。詳しい情報等につきましては、最近ですと雑誌なんかにも載っ

かっているものもございます。特に高齢者専用賃貸住宅ですね。そういったのも結構

紹介されるようになってきているのかなと思っております。 

（会長） これは、特に普通の一般の賃貸住宅に比べて家賃が高いとか、そういう話になっ

ているんですか。 

（事務局） これはさまざまだというふうに思います。特段これが安いということにはなっ

ていないというふうに思います。高齢者円滑入居賃貸住宅というのは、必ずしも高齢

者のみを入れるという住宅ではございませんので、受け入れますよというところでご

ざいます。専用のほうは専ら高齢者というところでの住宅でございます。 

（会長） いかがでございますか。これについて何かご意見は。 

（吉村） 先ほどの（１）の中からもあったと思うんですけども、あと、（２）、（３）、

（４）も見て、結局は、民間に頼むというところで、そこそこが個々でやっていても

だめなわけで、どうやって区と、それから、区の中も住宅政策関係だけではなくて福

祉とどうするかとかというようなことで、やはり、住宅を一つキーワードとして予告

して、それぞれが何ができるかということを出していかないと、施策になっていかな

いんだと思うんですね。そうすると、先ほどの第２次マスタープランで言っているよ

うなことが結局何もできなかったみたいな、施策に落ちないということになると思う

ので、じゃあ、どうやって施策にしていくかということが大切だと思うんですね。 

 またちょっと（１）に戻っちゃいますけど、先ほどのバリアフリーも、実は、こて

こてにバリアフリーをやるということは、多分、その対象者だとか障害者の人が住宅

の改修をするというときのそれぞれの症状に合わせて直すということが考えられるわ

けで、それは介護保険から何とか来るとかという、部分的しかないんですが、来るけ

ども、結局、今ここで言っているバリアフリーというより、うたいたいところは、一

般的によく言われるバリアフリーでの段差の解消であったり手すりがあったり、それ

から、廊下だとか建具の間口がちゃんと有効をとれているよとかというぐらいの範囲

で、それぞれの症状に合わせてというのは難しいわけですよね。ですから、一般的に

言われているバリアフリーができているというのを、中野区としてはどのぐらいまで

のレベルにするかということを多分言っていくべきだと思うんですね。それによって、

ここまでの基準をやってもらえば中野でのバリアフリーの中野式ができていますよと

いうことで、中野認定と。それで、賃貸を出せるということですね。 

 それから、もう１点は、地域でそういった高齢者だとかちょっと障害がある人たち

を入れるというときの、福祉の関係での施設とどうやってそこの賃貸の住宅とかをリ

ンクできるかということを組んでいかないと、個々に孤立させちゃうと、多分普通の

考えている住宅と何も変わらなくなっちゃうと思うので、そこで何ができるかという
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ことを考えないといけないんじゃないかなというふうに思います。 

 先ほど、もう一つおっしゃられたのは、本当にマーケットがあるのかどうかという

ところですね。高いのになっちゃうかどうかという。ですから、この登録者制度のほ

うから話があって、戸数があると。それから逆に、そういうのをリクエストする人が

どのくらいいるかということが、当然、ディベロッパーなり不動産業界で見るかもし

れないけど、区としてどのくらいの、言ってみればウエイティングリストがあるかと

いうものが出せるかどうかだと思うんですね。そこでやっていかないとマッチメイク

しないと思うんです。だから、マッチメイクすることも区がやるんだということをし

て初めて、つくって、それから入れて、その後のメンテナンスだとか運用もしっかり

やっていくということをしていかないと、多分民間の方も、中には嫌だからいいかと

いうことになると思うんですね。そのあたりがこの中から組めるかどうかを考えられ

ることがよろしいんじゃないかなというふうに思いましたので、その辺よろしくお願

いします。 

（会長） ありがとうございます。 

 ほかにはご意見はいかがでございますか。 

（副会長） 本当によくわかるんですけど、高齢者円滑入居賃貸住宅の登録制度というのは

大体何戸ぐらい登録されていて、どのくらいのＰＲをなさっているんですか。多分業

界の方もいらっしゃるわけで、その辺の現状もご存じでいらっしゃるんじゃないかな

と思うんですが。 

 私が前に川崎市でやっているのを聞いていたときは、かなり丁寧に役所のほうで窓

口をつくって、そちらへ流すような、窓口と宅建のほうとでいろいろ詰めてやってい

らっしゃるというのがないと、これはなかなかうまくいかない。それをやっていても、

川崎で実際に、じゃあそうしてお願いしますねと言っても、実際住むかというとまた

いろいろ条件があってオーケーがなかったりするみたいで、かなりきめ細かく対応し

てあげないと、高齢者の方が住む住宅を探していて、見つかりましたらはいどうぞと

いうわけにもいかないというようなことがあって、随分宅建のほうの方も協力してく

ださって、川崎で一生懸命やっていらっしゃるみたいですが、どのくらい区のほうが

これに対してＰＲとかいろんな働きかけをしていらっしゃるのか、ちょっと教えてい

ただけたらと思います。 

（会長） いかがですか。 

（事務局） なかなか厳しいことなんですけど、高齢者円滑入居賃貸住宅につきましては、

区のほうで一般的なＰＲはやっておりますが、個々に働きかけて云々というのは、特

段これにつきましてはやっておりません。居住安定支援につきましては、一昨年、区

の職員が１件１件回ってお願いをしたという経過がございますけども、この円滑入居

の登録制度につきましては、これは、中野区というか、都内全体で取り組んでいまし

て、東京都のほうが業界に働きかけてやっているというところでございます。現在、
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先ほど言いましたように、中野区内は２００数十件という状況でございます。都内全

域ですと、たしかもう１万件を超えている戸数があるということでございます。 

（会長） 登録されている２００数十件は、その目的として使われているんですか。 

（事務局） ちょっと確認していないけども、おそらく使われていると思います、これにつ

きまして。 

（会長） そこら辺があれですね、どうなのか。 

（副会長） そうすると、むしろ、きょう議題のここに上がっているのは、中野区として何

かやろうと思って上がっているのか、それとも、東京都がやっているから、これは中

野区は別に無理してやらなくてもいいかと思っているのか。何か、今までやっていな

いことをここに載せている以上は、何かやろうとしているという。 

（事務局） そうです。登録制度に乗っていただくというのが一番いいと思うんですけども、

そもそも、こういう制度がなくても高齢者をどんどん受け入れてくれるという賃貸住

宅にすれば、これが一番いいわけでございます。ですから、これらも含めてどうした

らいいのかなということで、何か区ができることがあればもちろんやっていきます。

それから、もっとこうしたらいいかというものがあれば、ぜひご提案をいただきたい

なと思っております。 

（後藤） これはやっぱり、前から我々に言い古されている話なんですけれど、高齢者の方

とか障害者の方というのは、どうしても、何というんですか、貸すほうの側から言え

ば、だれかが保証してくれる方が本当にいらっしゃるのか。もしいらっしゃらないの

ならば、役所なら役所でちゃんと保証をいたしますよということがまず第１番だと思

うんですよ。現実に、体験としまして、そこへご紹介をしまして、中野区は、連絡が

ないからと行ったらば亡くなっていたというのは２件も３件もあるわけですよね。そ

の後に、じゃあ、それをどういうふうに遺体や何かを処理するのか。結局、親戚も何

もいらっしゃらない場合はどうなのか。家賃の保証はつくけど、亡くなった方のそう

いう遺体に対しての保証というのは保証会社ですから、実際。ですから、そうすると、

大家さんから頼まれた不動産業者が、実際、自分たちで何をすればいいんだと、えら

い迷惑になっちゃうんですよ。それをどうしようといったって、なかなか。ですから、

その辺を特に具体的に。前に中野区では見てくれましたね。あったんですよ。そうい

う区を通してやったものについては、じゃあ、亡くなった方はうちのほうでこうしま

しょうというような。今はないですよね。 

（事務局） 生活保護世帯についてはある程度は。 

（後藤） 私たちが何もしないでこういうものを増やしたいと言っても、それは問題があり

ますよ。 

（副会長） だから、むしろ、私の提案としては、そういう方たちに入っていただいて、ど

うしたらいいかというのをもうちょっと具体的に詰めていただくというのがあって、

多分、業界のほうでも、こういうふうにしてもらえればこういうのに乗れるというの
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はありますよね。そこのところが、多分こういうところでやっていてもわからなくて、

やっぱり、かかわっている方にご意見を伺いながら、何か仕組みをちょっと考えてい

ただく。そうすると、何かもうちょっと今よりは実効のあるものになっていくんじゃ

ないかなという気もしますけど、いかがでしょうか。 

（事務局） それで、この黄色いパンフレットの２ページに「保証内容」と書いてあるんで

すけど、保証会社は３社ございまして、これは区と契約を結んでいるところなんです

が、こういう内容のものでございます。家賃の滞納については一定程度保証しますよ

というところ。それから、ただ、死亡時云々という場合は、費用について一定の金額

の保証はありますよという、こういう内容でございます。あくまで金銭的な意味での

保証です。そうしますと、金銭的なものだけではまだちょっと何か足りないというと

ころなんでしょうかね。 

（小宮山） あと、金銭保証に関してですけども、その部屋で人が死んだ場合、次の借り手

はなかなかつかないと思うんですよ。家賃を下げたり、しばらく何年間あけておいた

りとか。そこまでの保証というのは難しいでしょうけれども、でも、実際そういう問

題は起きると思うので、そこも何とか対応を、あるのかないのかわからないけど、で

きれば利用者が増えるんじゃないかと思います。 

（林） 死亡にもいろんな死亡があるんですけども、非常に今高齢者の自殺が多いですよね。

まず、自殺した物件に関しては傷ものですから、これは重々説明で解説しなきゃいけ

ません。だから、賃料もかなり減額されるということを覚悟しなきゃいけない。これ

は若い方でも高齢者でも一緒だと思うんですね。ただ、一番大事なことは、やっぱり、

先ほど後藤委員がおっしゃったように、私も同感で、結局、保証人がいるかいないか、

これが重要なんです。ところが、保証人がいない人は結構いるんですよ。実際、調べ

てみて、結局死体１人でとか何かというのは、じゃあどうするかという、こういう大

きな問題は結構あります、年間すると。だから、そんなようなことのときに、じゃあ、

そこまで結局、賃料の滞納とか何かの保証というのはさほどもないんですが、それ以

外の保証というのが結構あるし。例えば、高齢者になれば、転んで股関節を折ったり、

いろいろ事故はいっぱいですよ、正直言って。だから、そうなったときにどういう対

応をするかという、そういうことでオーナーは嫌がるんですよ、正直言って。入居者

は断られるんですよ。だから、そのときにどうするか。行政がそれをサポートしなき

ゃいけない。だから、私は、一番重要なことは、サポート体制の確立をどうやって行

政が手を差し伸べることができるかということを、やはり考えることは大事じゃない

かなと私は思っているんですけどね。 

（高橋） それに尽きるんですね、オーナー側にしてみれば。結局、普通の健康な方で、自

分で自立していらっしゃる方に対しては、干渉すると嫌がられますし、これはもうあ

れですけど、ご年配の方の場合、うちの場合も、先ほど申し上げたように、行政関係

のいろんな援助を受けていらっしゃるわけですから、それのついでというか、もう少
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し広い枠でサポートがあると、お互いに。いろいろと区で登録の呼びかけがあります

ね。そういうときにちょっと逃げ腰になっているのはそこです、はっきり言って。私

などは、こういう仕事をさせていただいて、地域の仕事をしておりますし、個人的に

頼まれれば年配の方たちに対するお手伝いはやぶさかじゃないんですけど、何かあっ

たときのあれですから、個人で責任を取り切れないものというのがどうしても生じる

というところです。 

（会長） 行政の側のサポート体制がどこまでかというのが大分問われている話なんですけ

れども。 

（事務局） 一つは、生活保護世帯の場合は割とオーナーさんは受け入れてくれるんですけ

ども、そうじゃない方の場合はなかなかおっしゃるとおりだと思います。確かに金銭

的な面もありますけども、むしろ、そういう亡くなられたときとか、そういったとき

の対応ですとか、それを心配されてということなんだろうと思います、確かに。それ

をどうするかというのは、ちょっとこれから詰めて、何ができるのかを考えていきた

いというふうに思います。 

（宮島） それも、先ほどのちょっと確認させていただいた、例えば、民間での死亡実態と

いうんでしょうか、というのは、年間何件で過去どのぐらいというのは、実態はつか

んでみえるんですか。 

（事務局） すみません、統計としてはちょっとつかんでいません。 

（宮島） 実態がないまま、その特殊な１人亡くなることの話ばかりやっていても、すごく

小さいところのゾーンだと思われる。今後増えるにしても、やはり、今どういう実態

になっているのか。先ほどの高齢者・障害者の方が約２,０００人いて、この２,００

０人の方で入居が断られているのは、実態はどのぐらいか。他の区から来る方でも、

断られているのが何人ぐらい実際いるのか。不動産関係でどうやってこれと対応して

いるのかという中野区における実態がつかまれないと、なかなか提案というか、いい

案が出せないんじゃないか。もう少しここに話題にするなら、もう少し区で実態をき

ちんとつかんで、上げていただかないと、検討しにくいんじゃないでしょうかね、皆

さん。 

（小宮山） 実際は病院で死ぬ方も多いかもしれないですよね。 

（事務局） 圧倒的にそこでございますね。 

（会長） 多分、だから、ある種のリスクという言い方はあれかもしれませんが、どれぐら

いの確率でそういう事例が発生するかというようなことをやっぱり想定してというか、

それに対してはある程度区はこういう形でサポートできるのかどうかとか、そこら辺

をちょっと詰めていただいたほうがいいと思います。 

（宮島） 多分、ある程度してわかれば、今度、予算という、助成にしても何にしても枠と

いうのがある程度想定できると思うんですけれど。 

（高橋） ちょっと誤解されるといけないんですけれども、こういう区の、あるいは生活保
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護を受けていらっしゃる、あるいは、こういう支援のところに住んでいる方だけじゃ

なくて、やっぱり、高齢化していますから、ほかにもお年寄りだけ住んでいらっしゃ

る方もあるし、それから、事件・事故の死じゃなくて、自然の死亡というのは大変私

のアパートでもありますから、それはもう人生いろいろでさまざまだと思うんですね。

今、中野区もそうですし、町会・自治会連合会も、それは防災に対するですけれども、

弱者とかご高齢の方や身体障害者はどこにどなたがいるかという調査をしております

から、それは、生活保護とかいろんな支援を受けている受けていないに関係なく、そ

ういうことを地域はサポートしようとしているので、だから、逆に、そういうところ

も踏まえて区は情報を流してくだされば、逆なサポートを区だけに全部押しつけると

いうことではなくて、当然できると思っておりますから。だから、そういう意味の連

携と情報の共有、それが一番大事じゃないかなと思いますけど。 

（会長） だから、今のお話があったように、福祉とかコミュニティーサポートとかという

問題とも絡み合ってくると思いますけど、ただ、だからといって、それはほかの部局

の問題だというふうにしないで、この住宅政策の中でも少しどこまで可能かという整

理をしていただくのと、それから、各委員もおっしゃったように、実態が何かよくわ

からない要素があり過ぎるから、もう少しなるべく実態を明らかにするような形で整

理していただければなと思いますけど。 

 あと、この新しいサービス型の民間事業者による高齢者専用賃貸住宅という、こう

いうのが誘導することが果たして可能かどうかというのもなかなか難しい。それで、

きょうの資料の中では、説明資料１の高齢者向け優良賃貸住宅の整備、２ページのと

ころに、本町四丁目の区未利用地に民間活力を活用しての高齢者向け優良賃貸２０戸

程度とファミリー向け賃貸住宅２０～３０戸程度、全体で４０～５０戸程度を事業者

公募というふうになっている。これはどの程度進んでいるんですか。 

（事務局） 募集をかけまして、現在のところは２社が応募してきました。２社の方がこう

いう内容でうちはやりますよという提案を現在してもらっているという状況でござい

ます。 

（会長） それは行政内部でもう選定されるわけですか。 

（事務局） 行政の中で選定します。 

（会長） そのときのクライテリアというのはあり得るんですか。 

（事務局） 現段階だとまだ……。 

（会長） もう今年度事業だからあれなんですけど、でも、本格的には、例えば、広い意味

での住宅マスタープランとか住宅政策の中で、やっぱり、そういう提案の中でも、こ

ういうのを評価してこういう事業者を選定するというのが入っていくと、そんなに数

多くこういうプロジェクトが各施設に展開できるかどうかわかりませんが、ひょっと

して、これから幾つか区内の中で空き地が出てきたときに、こういう建て替えとか何

かのときにこういうプロジェクトを推進するんじゃなくて、こういうのをより積極的
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に評価して、事業者が複数あった場合コンペで選定していくとか、そういうことも議

論していいかなとは思いますけど。 

（後藤） これは別に大丈夫だと思うので、定期借地権自体を、区で例えば民間住宅に貸す

と。定期ですから４０年とか。 

（事務局） 本町四丁目は５０年です。 

（後藤） 期間を切って貸す場合、借地権価格は非常に安いと思うんですね。その上に建物

を自分のお金で建てていくということになればかなり費用対効果がいいわけですから。

そうすれば、じゃあ、そのかわりこういったものをやってくださいと。ただし、これ

は、食事つきとかそういうものであればある程度のお金も取れる。設備もかかるけど

お金も取れる。こういうのでしたらかなりよろしいんじゃないかと思いますね。どん

どん区で定期借地権を貸し出しますという話をしないとだめですよね。なければでき

ない。 

（会長） ただ、その定期借地が５０年たったらさら地にして戻すというやつですか。 

（後藤） そうです。 

（会長） これは本当にいいのかというのがすごく問題なんですよ。だって、今、政府が２

００年住宅だなんと言っている段階で、５０年たったら全部壊してしまうというのは。

限りなく５０年目に近づいてきたらだれも管理しないようなひどい住宅ストックにな

るという話になるのは僕はまずいんじゃないかと思うんですよ。むしろ、やっぱり、

５０年目でそれの価値を評価してちゃんと評定して、それよりも使用の可能性のある

ものにするんだったら、公的資金か何かわかりませんけど、リフォームして長期的な

ものにしていくという。全部壊してしまうというのは、もう、５０年目に近づくとだ

れも管理しないような住宅になるというのは、何か、最初から壊れたものを想定した

ストックをつくるという。もともと日本の住宅は二十七、八年とか３０年ぐらいで建

て替え交渉を受けるから。だけど、それを直そうと言っている時代の中で……。 

（齊藤） でも、５０年以上というのは、５０年以上のもっと長い期間を設定すればいいわ

けですよね。 

（会長） そう。だから、定借の今のスキームだと、５０年でさら地にして返せという。 

（齊藤） じゃあ、５０年以上を設定すればいいんですよね。５０年ちょうどじゃなきゃい

けないわけじゃないですよね。 

（林） そうですね。 

（齊藤） 設定の期間を絡めて、今、だから、１００年とか出てきていますから。 

（会長） だから、そういうやり方もあるかもしれないし、５０年目でその現状ストックの

状況を評価する仕組みでどういうふうにするかという。次の更新の方を考えるとか、

そういうやり方だって僕はあると思うんですよ。 

（林） この中野の本町四丁目の区有地というのは、これは老人ホームのたぐいですか。 

（事務局） 一般の高齢者住宅とファミリー向け住宅をつくってくださいということです。 
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（林） なるほど。そうすると、間取りはどれぐらいでもって、その制約みたいなものはあ

るんでしょう。当然、間取りみたいな。 

（事務局） そうです。高齢者の場合は大体３５㎡ぐらいです。 

（会長） バリアフリー仕様でということでやっているんですか。 

（林） 賃料も制約はあるんでしょう、当然。 

（事務局） 国の制度ですから、高齢者優良賃貸住宅制度という国の制度でやるわけなんで

すね。平米も大体今３５㎡ぐらいで。整備基準というのも実は決まっていまして、バ

リアフリー、それと、緊急通報システムですとか、高齢者に何かあったときに対応で

きるような仕組み、あとは、ＬＳＡという生活援助員を配置してふだんの手当てをし

ていくと。 

（事務局） だから、国の制度に合致したものという条件ですね。 

（林） なるほど、そうですか。ありがとうございました。 

（事務局） ファミリー向けの場合は特段ないんですけども、ただ、当然、国の誘導居住水

準云々というのがあります。それで、一定そういったものを踏まえた住宅と。 

（後藤） これなら問題はないでしょうね。 

（林） そうですね。 

（後藤） 問題ないと思いますね。定期借地権であるなら問題ないと思う。ただ、今、会長

もおっしゃっていたように……。 

（林） ただ、事業採算性がとれるかどうか。 

（後藤） これはもうただみたいなものですから。 

 廃校になる小学校とか、そういうところを大きくやっていったらいいんじゃないで

すかね。 

（林） それはいいですね。 

（事務局） ですから、今後は、例えば、１階に公共施設、上のほうは住宅とか、定期借地

権を利用してというのは今後やっていこうと思います。 

 ただ、大村会長言われたように、じゃあ、５０年で全部壊すのはいいのかどうかと

いう問題は確かにあると思います。 

（会長） みんな、５０年先はだれもいないから、この席にいないからまずいですよ。 

（事務局） ただ、今までですと、都営住宅も含めまして、大体４０年ぐらいたつと、もう

そろそろ壊そうかということになっていますので。 

（会長） だけど、ヨーロッパとかを見たら、２００年とか３００年なんていうのはざらに

あるわけですから。 

（林） 今の東京都住宅政策審議会では、もう２００年住宅は入っていますよね。だから、

ちょっとまずいですよね。 

（事務局） 本町四丁目は別としても、今後やるものにつきましては、ちょっとその辺を考

えていかなきゃならないと思います。 
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（福島） ちょっと、話の視点がまた戻るようなことになりますけど、私はずっと考えると、

中野区として今後どうしたいのかというのが非常に大事なことだと思うんですよね。

今の賃貸の問題、高齢者は増えちゃうし、それは入れないというわけにいかないし、

住んでもらわなきゃ困るし、亡くなっちゃったらどうしようかとかいろいろあると思

うんですが、それも大事ですけれど、これから若い人たちが、当然、あと３０年も４

０年もたつと、また同じような状態になるわけだから、建て替えをする賃貸の建物は、

今のように１８㎡がワンルームだったとすれば、それの誘導基準を少し上げるような

ことにして、それについては補助を出すようなことを考えると。そして、何を言いた

いかというと、ユニバーサルデザインをやっぱり考えなきゃいけない。つまり、バリ

アフリーというのは局所的なことなんですよね。段差とか手すりとかということを言

っているんだけども、そうじゃなくて、だれでも使えるようにしなきゃいけないとい

うのが本来の建物の設計のあり方なんです。ですから、ヨーロッパはすべてそういう

ふうな考え方のもとに今つくられているわけですよ。ですけど、それを日本の基準に

当てはめると、狭小住宅、狭小の土地に何かしようとすると、さっき言ったように、

戸数が入らないというだけで、これは上がってくるものが全然違っちゃうという、そ

ういういろいろ問題があるので、一概にそれを規制することはできないんですけれど

も、中野区としてはそういうことを誘導しようと。もうちょっと踏み込んでやる方法

がないだろうかというのは議論の対象としていただきたいなと思います。というのは、

この住宅政策審議会というのは、そもそもそういうことを審議するものですよね。だ

と思いますけど。 

（会長） ありがとうございます。 

（林） あと、もう１点いいですか。 

（会長） どうぞ。 

（林） 補助金の問題と、あと、税制の、これは区のレベルじゃないとわかりませんけども、

税制面の検討を。オーナーに対するメリット、これがやっぱり享受できれば、かなり

大きな供給になるのかなと思っているんです。それは研究していただかなきゃ困りま

すけど。 

（会長） 税制の問題はなかなかね。 

（林） 税制面でやっぱり一応いろいろと挙げると。 

（会長） ほかにいかがでございますか。 

（齊藤） １点だけ。入居してからの高齢者等のフォローはきめ細かにという議論もあった

んですけど、多分私は、これからは、入居するまでの高齢者の相談みたいなところを

ちょっときめ細かにするのは。多分、今の状態で不動産のお店に来られても、高齢者

は何を求めているのか自分の整理がなかなかできなくて、かつ、人によっても非常に

状況が、身体も精神も金銭もすごく違うので、そういったところが、多分、一時的な

相談と不動産の実際の物件をつなぐようなあたりをすごく区レベルで少しきめ細かに
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サポートしていく体制だったら、実は、今、私たちだけでもこれだけいろんな制度が

あって、混乱するぐらいわからない。これがまたどんどん変わっていきますよね。こ

ういったところをアドバイスして差し上げるようなことが、実はきめ細かな区の役割

ではないかなということを、きょう思いました。 

 それから、１点目の民間賃貸住宅のストック、ちょっと今日は高齢者と障害者のみ

に固まった議論をしたわけですが、多分、高齢者と障害者、どんな方を想定するかに

よって非常に議論が拡散すると思うんですけど、高齢者も障害者も住めるような住ま

いという意味でユニバーサルデザインみたいなものをとさっきおっしゃったとおり、

まさしくそうで、そのつくり方によっては、１ＬＤＫとか２Ｋのものが、そういう方

がお住みになると１Ｌにできるようなものをあらかじめつくっておくためにどんな補

助をやっておくかみたいなところに持っていくと、実は、住宅事情が変わったときに、

ゆったりとしたいいお一人用の住宅として使っていただけるんじゃないかなという、

そこのところの市場のメカニズムをうまく使いながらというところにもう少し考えて

いただくといいんではないかなということを思いました。 

 以上です。 

（会長） ありがとうございました。 

 ほかにはいかがでございますか。 

（福島） 私の希望なんですけど、この資料２の中の３ページのところに「３.住まいに関

する相談・支援等」と書いてありまして、その中に相談についての場所のことも書い

てありますね。２番に土地建物無料相談会というのがあると思うんですね。これはＰ

Ｒではないんですが、民間のいわゆるそれぞれの専門団体が無料でボランティアで毎

月１回この区役所の１階で相談会をやっているんですね。これを、むしろ建築も含ま

れ、不動産も入り、それから、法律は、弁護士さんは入っていませんが、それぞれの

分野の方、税金のことまで含めてやれる相談所を設けているんですね。これは全く無

料で、その団体が拠出しながら、みんな手弁当で来ているわけですね。これをむしろ

区が活用していただいて、そして住宅の形で相談、先ほどの高齢者の関係も含めて、

ここへ来られて、それで、区とうまくリンクをして誘導してあげると。それで、区の

ほうへ相談へ行っていただきたいというふうに仕向ければいいかなというふうな、ち

ょっと、せっかく書いてあるんだったら、そんな感じも受けました。 

（会長） ありがとうございました。 

 大体予定した時間になりました。 

 住宅白書の内容については、きょうは時間の関係で立ち入ったご説明にはならなか

ったと思いますけど、おおよそ中野区の現在の基礎的なデータ、住宅、あるいは人口、

世帯に関するデータ、周期的なもので若干の解説を加えたという形式になっていると

思います。前回の住宅白書とはちょっと性格を異にしているかもしれませんけれども、

お目通しいただいて、何かこういう点に関してのデータをもう少し記述されたらどう
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かとか、あるいは、これはどうなっているかというようなご質問でも結構ですので、

事務局のほうに、個別でも結構ですから、ファクスでもメールでも、あるいは電話で

も結構だと思いますので、ご意見をお寄せいただければと思います。 

 一応、大体きょうの審議事項は終わったと思いますが、ほかに何かございますか。 

 あとは、今後の審議会の予定ですか。 

（事務局） 今後でございますけども、区役所では２月から３月にかけまして区議会がござ

いまして、ちょっとこの間は避けていただきたいと思います。次回は４月ごろをお願

いしたいというふうに思います。 

（会長） わかりました。 

 なるべくなら、審議会の少し前ぐらいに各委員さんに、第３回の検討する課題と、

それから、それに関連するベーシックな資料を少しお配りしておいていただいて、そ

れで、ご説明は、もちろんその補強の説明をしていただくとしても、ある程度インプ

ットしていただいたほうが、多分いろんな議論がしやすくなると思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

（事務局） 今後ですけども、４月、それから、次が６月と。そのあたりを考えております。

その前にはそれぞれ小委員会等を開催して準備したいと思いますので、よろしくお願

いいたしたいと思います。 

 以上でございます。 

（会長） 日程はまだ決まっていないですよね。４月のは。 

（事務局） 日程はこれから調整いたします。 

（会長） 調整してください。 

 それでは、どうもありがとうございました。 

――了―― 
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